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資料 政１８－（８） 

地震調査委員会の活動状況 

平成１３年１月２３日 

  

昨年８月の第 17 回政策委員会以降、これまでの地震調査委員会の活動状

況は以下の通りである。 

 

１．地震活動の現状評価の実施  

平成１２年１０月６日に発生した鳥取県西部地震については、地震発生

当日に開催した臨時会及びその後の月例の会合で、観測データ及び調査研

究成果を分析し、本震-余震型であるなど地震活動の現状を評価した上で、

大きな余震の発生確率の評価結果など今後の見通しを含めてとりまとめ、

その結果を公表した。 

また、月例の会合では、全国の地震活動の現状について、関係各機関の

観測データ等を分析し、これに基づき総合的な評価をとりまとめるととも

に、評価結果が防災対策等で活用可能となるよう、これを即日公表してき

ている。 

 

２．地震発生可能性の長期的な観点からの評価の実施  

長期評価部会（部会長：島崎邦彦・東京大学教授）及びその下に設置し

た北日本･中日本･西日本の各地域別活断層分科会（北日本主査：東郷正美･

法政大学教授；中日本主査：中田 高広島大学教授；西日本主査：米倉伸

之東京大学名誉教授）において、基盤的調査観測の対象活断層（９８断層

帯）について、地方公共団体及び関係機関の調査成果等を用いて、引き続

き個別の活断層帯の評価を実施してきている。平成１２年１１月８日には

東京湾北縁断層、平成１３年１月１０日には岐阜－一宮断層帯の評価結果

をそれぞれとりまとめ、公表した。 

また、長期評価部会は、海域の大地震の発生についての長期的な評価の

一環として初めて、平成１２年１１月２７日に、宮城県沖地震についての

長期評価をとりまとめ、公表した。 

 

３．地震動予測地図作成に向けての強震動評価の推進  

強震動評価部会（部会長：入倉孝次郎・京都大学教授）及びその下に設

置した強震動予測手法検討分科会（主査：入倉孝次郎）では、強震動評価

に向けて、特定の活断層帯を起震断層とした強震動の予測手法について検

討を引き続き行っている。 
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